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平成２８年度第３回 新居浜市国民健康保険運営協議会 議事録 

 

 

１ 日 時 平成２９年１月２７日（金） １３：３０～１４：３０ 

 

２ 場 所 新居浜市役所 ４階 ４１会議室 

 

３ 出席者（委員） 

被保険者代表         安藤 秀夫  藤本 幸恵  明石 千鶴子  三木 由香里 

保険医又は保険薬剤師代表 山内 保生  村上 宏之  

公益代表 真木 増次郎   岩本 和強  伊藤 謙司  頼木 煕子 

被用者保険等保険者代表 井原 織江  山内 智弘 

事務局（市） 岡部福祉部長  井上国保課長  飯尾主幹  野藤副課長        

藤縄副課長  佐薙係長  岡田係長  飯尾係長 

               

４ 欠席者(委員)  

  保険医代表  知元 正行  北村 好隆  

 

５ 傍聴人  

０名 

 

６ 議題 

（１） 平成２９年度国民健康保険事業計画案及び国民健康保険事業特別会計歳入歳出予算案に 

ついて 

（２） 平成２９年度国民健康保険料について 

（３） その他  

国民健康保険被保険者証の有効期限 
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  定刻がまいりましたので、ただ今から平成２８年度第３回新居浜市国民健康保険運 

営協議会を開会いたします。 

本日は、知元委員さん、北村委員さんから欠席の連絡がありましたので､ご報告い

たします。本日、この会議は、新居浜市国民健康保険条例施行規則第６条に規定され

ておりますように「全委員の２分の１以上、かつ、各代表委員１名以上の出席」の条

件を満たしており、会議は成立していることをご報告いたします。 

議事に先立ちまして、議事録署名人の決定を行います。今回は被保険者を代表する

明石委員さんと公益を代表する村上委員さんにお願いいたしたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。 

 （異議なしの声） 

両委員さん、よろしくお願いします。 

それでは、開会にあたりまして、岡部福祉部長より一言ご挨拶を申し上げます。 

  （部長挨拶） 

 続きまして、真木会長さんにご挨拶をお願いします。 

      （会長挨拶） 

 ありがとうございました。 

 続きまして、議事に入りますが、新居浜市国民健康保険条例施行規則第５条の規定 

により、真木会長さんに、議事の進行をお願いいたします。 

 

それでは、第１号議案「平成２９年度国民健康保険事業計画案及び国民健康保険事 

業特別会計歳入歳出予算案について」を議題といたします。事務局より説明をお願い 

します。  

      

平成２９年度新居浜市国民健康保険事業計画（案）について、ご説明申し上げます。

資料１をご覧ください。 

平成２９年度の国民健康保険事業の運営にあたりましては、（１）国保の県単位化へ

向けての円滑な導入（２）国民健康保険料の適正な見直し（３）収納率向上対策事業

（４）給付事業の円滑な推進（５）被保険者資格の適用適正化事業（６）医療費適正

化事業（７）保健事業（８）広報啓発事業に、重点を置いて取り組んでまいります。 

（１）国保の県単位化へ向けての円滑な導入については、愛媛県と県内市町とで、現

状把握・認識共有を行い、愛媛県が策定する国保運営方針を検討する会議へ参加する

とともに、自庁システム改修等を行い、資格管理、保険給付、保健事業等、地域にお

けるきめ細かい事業を引き続き実施してまいります。 

（２）国民健康保険料の適正な見直しについては、適切な歳入・歳出予算の分析に

基づいて、適正な加入者負担による保険料率の設定を行います。  

また、平成２９年度に低所得者の保険料軽減の見直しとして、応益分の２割軽

減と５割軽減の軽減判定所得の引き上げが予定されているため、システム変更な

ど所要の措置を適切に講じるとともに、被保険者への周知を図ってまいります。 
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（３）収納率向上対策事業については、①口座振替の加入促進 ②申告に基づく国保

料軽減の可否等の適切な賦課 ③滞納者の財産調査等を実施して、適正な滞納処分の

実施等に取り組みます。 

また、給与支払先や取引先に調査を行い、差押になる前の最終催告書の送付につき

ましても引き続き行います。 

（４）給付事業の円滑な推進として、７０歳以上の外来療養に係る高額療養費の自己

負担限度額については、平成２９年８月から現役並み所得者に係る自己負担限度額を、

現行の４４，４００円から５７，６００円に引き上げ、一般所得者に係る自己負担限

度額を、現行の１２，０００円から１４，０００円に引き上げ、新たに年間上限１４

４，０００円となる予定です。 

また、７０歳以上の世帯合算による高額療養費の自己負担限度額については、一般

所得者に係る自己負担限度額を、現行の４４，４００円から５７，６００円に引き上

げ、新たに、多数回該当の自己負担限度額を４４，４００円となる予定です。なお、

非課税世帯については、据え置かれる予定です。この高額療養費の見直しに合わせて、

高額介護合算療養費制度についても、平成３０年８月から見直される予定となってい

ます。 

また、６５歳以上の医療療養病床に入院する患者の居住費について、医療区分Ⅰは

１日当たり３７０円、医療区分Ⅱ・Ⅲは１日当たり２００円となる予定です。ただし、

難病患者については、０円で据え置かれる予定です。 

（５）被保険者資格の適用適正化事業については、未納保険料の縮減にもつながるこ

とから、①資格適用の適正化対策、②退職被保険者にかかる適用、③未申告者対策に、

取り組んでまいります。  

（６）医療費適正化事業については、①非常勤職員３名体制のレセプト点検による適

正な医療費の支出 ②重複服薬者に重点を置いた重複受診者への訪問指導 ③ 「ジ

ェネリック医薬品お願いカード」の国保加入世帯全戸配布及び年６回のジェネリック

医薬品利用差額通知 ④年６回の医療費通知に取り組んでまいります。 

（７）保健事業については、①特定健康診査・特定保健指導の実施 ②データヘルス

計画の推進 ③脳ドック検診に取り組んでまいります。 

特定健康診査・特定保健指導につきましては、特定健康診査の受診率の向上及び効 

果的な実施に取り組んで、次期新居浜市特定健康診査等実施計画を策定いたします。 

データヘルス計画の推進につきましては、平成２８年度から、本計画に基づいて、 

被保険者の健康増進、健康格差の縮小を目指して、生活習慣病の発症予防及び重症化

予防等の保健事業に取り組んでおり、平成２９年度も引き続き実施してまいります。 

 発症予防については、「第２期新居浜市特定健康診査等実施計画」と整合性を図って、 

特定健診未受診者対策や効果的な特定保健指導の実施に取り組みます。 

 重症化予防については、高血圧、脂質異常、糖尿病の減少を目的に、健診結果に基

づいた個別の保健指導等、保健事業に取り組みます。 

また、新たに、新規人工透析導入者の減少を目的に、糖尿病性腎症重症化予防事業
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に取り組みます。 

脳ドック検診は、脳血管疾患等の早期発見・治療を目的に実施し、費用の助成を行 

います。 

（８）広報啓発事業は、市民に国民健康保険制度に対する理解や関心を持ってもらう

ために、①「みんなの国民健康保険」の配布 ②市政だよりの掲載 ③インターネッ

トの活用等に取り組んでまいります。 

「みんなの国民健康保険」は、国民健康保険料、国保制度、資格・適用関係及び特定

健康診査等の記事を掲載しており、年に２回、国民健康保険加入全世帯に配布してま

いります。 

また、市民への国保制度等の周知啓発につきましては、市政だより及び市のホーム 

ペ―ジを活用して行ってまいります。 

続いて、平成２９年度国民健康保険事業当初予算編成方針（案）及び平成２９年度

国民健康保険事業特別会計歳入歳出予算（案）について、ご説明申し上げます。資料

２及び資料３をご覧ください。 

国民健康保険事業につきましては、保険給付費及び介護保険に伴う介護給付費納付

金のほか、平成２０年度から制度改正により開始されております後期高齢者支援金及

び前期高齢者の財政調整制度である納付金、特定健康診査などの保健事業に必要な支

出額を計上し、これに見合う公平で適正な保険料の負担により予算編成をするのが原

則となっております。 

平成２９年度の予算編成につきましては、平成２２年度に医療分の保険料を改定し

て以降、増加する保険給付費や後期高齢者支援金分と介護給付費納付金に見合う保険

料を設定する必要が生じていますが、国保の構造的な問題である低所得者が多く、年

齢構成が高い被保険者の負担増をさらに生じさせないため、平成２９年度についても、

国保財政調整基金を取崩すことにより、保険料率を据え置く形で、収支を整えたもの

となっております。 

資料３、平成２９年度国民健康保険（事業勘定）歳入・歳出予算の主な項目につき

まして、ご説明申し上げます。また、資料２の予算編成方針につきましては、合わせ

てご覧ください。 

まず、事業勘定表の左側の歳出についてですが、総務費、人件費等の一般管理費、

国民健康保険団体連合会分担金などの総務費となっております。なお、平成３０年度

の広域化に向けたシステム改修費用などから２，９７９万円の増となっております。 

保険給付費は、国保の歳出では、最大のウェイトを占めております。療養給付費に

つきましては、平成２８年３月から１０月の療養給付実績に基づき算定し、高額な薬

価の引き下げに伴う減額分及び、本市の子ども医療費助成制度拡充に伴う増額分を見

積もり、一般被保険者分については、保険者負担額として８３億９，２００万円を見

込んでおります。 

退職被保険者分につきましては、制度変更により平成２７年度以降、新たな新規退

職適用者が発生せず、６５歳到達により一般被保険者に変更していくことから、被保
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険者数を６５０人と推計し、保険者負担額として１億６，８００万円を見込んでおり

ます。 

次に、高額療養費につきましては、平成２８年３月から１０月の実績に基づき算定

し、高額な薬価の引き下げに伴う減額分及び、平成２９年８月からの高額療養費制度

改正による減額分を見積もり、一般被保険者の保険者負担額として、１４億３，７２

０万円を見込み、退職被保険者分としては、４，４２７万円を見込んでおります。 

次に、後期高齢者支援金につきましては、医療費拠出金として、平成２７年度精算

分を含め、１４億４，６７５万９千円を計上しており、前年度と比較して２，８５０

万２千円の減額になっております。 

次に、介護給付費納付金につきましても、後期高齢者支援金と同様に平成２７年度

精算分を含め、４億６，５４９万３千円を計上しており、前年度よりも１，２４０万

円の減額となっております。 

 次に共同事業拠出金のうち共同安定化拠出金につきましては、平成２７年度から算

定方法が変更され、対象となるレセプトが３０万円超から、すべてのレセプトが対象

となりましたが、高額医療費拠出金と合わせて、共同事業拠出金は２８７万５千円増

の３３億３９５万円を計上しています。 

保健事業費につきましては、特定健康診査等事業費７，２３３万３千円、保健衛生

普及費２，０２１万１千円、諸費１，９４０万円を計上し、総額で１億１，１９４万

４千円となっております。 

公債費につきましては、平成２２年度に借り入れしました県の広域化等支援基金２

億５千万円の返済を、平成２４年度から平成２８年まで５年間で返済し、完済してお

りますことから、平成２９年度は計上しておりません。 

予備費につきましては、財政運営上のアクシデントに備えるため計上すべきもので

すが、収支を整えるため、当初予算では捻出できず、未計上となっています。 

以上、平成２９年度当初予算の歳出合計は、１５７億８，９９２万６千円で、平成

２８年度当初予算の１５４億３，９３７万５千円に対し、３億５,０５５万１千円の増

額となっております。 

次に、右側の歳入についてご説明いたします。 

まず、国民健康保険料のうち、医療分の保険料につきましては、平成２８年度の決

算見込み保険料調定額を基に、被保険者数の減少等を見込んで算出しますが、一般被

保険者の保険料調定額に予定収納率を乗じて得た額１４億１，２２９万円を計上して

おります。退職被保険者分も保険料調定額に予定収納率を乗じて得た額３，６５８万

７千円を計上いたしております。滞納繰越分といたしましては、保険料調定額に予定

収納率を乗じた額、一般被保険者分４，３９４万９千円、退職被保険者分９６万９千

円を計上しております。後期高齢者支援金分及び介護分も医療分と同様に算出し、全

体で２０億２,１９２万２千円となり、前年度より５，５６４万３千円の減額となって

おります。 

次に、国庫支出金ですが、国庫負担金のうち、療養給付費等負担金の一般被保険者
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分につきましては、保険給付費全体の中から前期高齢者交付金と、基盤安定繰入金の

２分の１を控除した額の３２％が負担金となっており、老人保健拠出金分１千円を含

め、１７億７，４５２万４千円と見込み、後期支援金負担金分では、４億４，５９２

万９千円、介護納付金負担金分としては、１億４，８９７万２千円、 

全体では２３億６，９４２万５千円を見込んでおります。 

次に、国からの補助金であります。 

財政調整交付金につきましては、保険給付費等の増に伴う補助金、新たに申請を行う

補助金等の増に伴い、２億８，１９８万７千円増の、１２億８，７３９万７千円を見

込んでおります。 

次に、前期高齢者交付金につきましては、国からの通知を基に試算したところ、２

億６５９５万４千円増の４３億３，６０６万６千円を見込んでおります。 

次に療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度に要する費用の一部につ

いて、社会保険診療報酬支払基金から交付されるもので、退職被保険者等に係る療養

給付費、療養費、高額療養費及び移送費の見込額から介護分を除いた保険料の見込額

を控除した額及び退職被保険者等に係る老人保健医療費拠出金相当額の合計、２億１，

３３５万２千円を見込んでいます。 

次に都道府県財政調整交付金につきましては、市町村の国保財政の安定化における

都道府県の役割・権限の強化を図るために平成１７年度から設けられ、平成２４年度

より７％から９％へと交付割合が引上げられておりますが、平成２７年度交付金を基

に試算し、６億１，３１３万４千円を見込んでおります。 

次に共同事業交付金につきましては、１件８０万円以上の高額医療費が対象となる

高額医療費共同事業交付金、及びそれ以外のすべてのレセプトが対象となる保険財政

共同安定化事業交付金については、国民健康保険団体連合会より交付されるもので、

最終的には平成２９年度の一般被保険者の医療費により、交付額が算出されることと

なり、国保連合会の試算に基づき３４億３，４７０万１千円を計上しております。 

次に、その他一般会計繰入金につきましては、一部負担金の割合を減じる等いわゆ

る地方単独事業の実施により減額される国庫負担金相当分について、少子化対策及び

社会的弱者支援として、保険料負担の軽減を図る観点から、７，４０６万１千円を計

上しており、一般会計繰入金全体では、総額１１億７，２３４万６千円を計上してお

ります。 

以上、歳入分について、保険料、国・県の支出金、各医療保険者間の財政調整であ

る前期高齢者交付金、退職者医療制度に基づく療養給付費等交付金、あるいは共同事

業、一般会計繰入金などを計上した結果、なお、発生する歳入の不足分について基金

繰入金として、７，８４７万円を計上しております。これが、国民健康保険財政調整

基金からの取り崩しということになります。 

歳入合計は、総額で１５７億８，９９２万６千円となっており、前年度より３億５，

０５５万１千円の増額となっております。 

以上で、平成２９年度国民健康保険事業特別会計歳入・歳出予算（案）の説明を終
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わります。 

 

質疑については、第２号議案と関連があるため、まとめて行いたいと思います。 

 次に、第２号議案「平成２９年度国民健康保険料について」を議題といたします。 

事務局より説明をお願いします。 

      

平成２９年度国民健康保険料について、ご説明いたします。資料４をご覧ください。 

前回の会議におきまして諮問いたしました「国民健康保険の保険料について」の答

申書案としまして、平成２９年度の保険料率を医療分、後期高齢者支援金等分、介護

分いずれも平成２８年度と同率に据え置きとすることとして、案を作成しております。 

それでは、据え置きの理由について、何点か説明させていただきます。 

財政調整基金につきましては、平成２８年度末の基金残高が７，８４７万円となり、

平成２９年度予算に組み込めること。 

次に、平成２２年度に借り入れをした、県の広域化等支援基金２億５千万円の返済

が平成２８年度で終了したこと。 

前期高齢者交付金について、平成２７年度交付金の精算により、２億６，５９５万

４千円前年度より増加すること。 

 国の財政調整交付金のうち、特別調整交付金について、新たに申請を行う補助金等

により、約１億２千万円の増加が見込まれること。 

また、平成３０年度の市町村国保の都道府県化に向け、国は引き続き、保険者支援

制度の拡充として１，７００億円の公費を投入すること。 

このような状況の中で、平成２９年度予算案は、一般会計からの繰入金と財政調整

基金の取崩しにより収支を整えることができました。 

一方、平成３０年度以降については、平成２８年度の決算状況を踏まえて、保険料

改定等について、庁内協議、そして国保運営協議会でのご審議を行いたいと考えてお

り、平成２９年度については保険料率の引き上げは行わず、平成２８年度の料率と同

率に据え置こうとするものでございます。 

 引き続いて、前回の協議会でご質問を受けました「被保険者の推移と県内の繰入

金等の状況」につきましてご説明申し上げます。資料５をご覧ください。 

平成２７年３月３１日で、退職者医療制度が廃止となり、平成２７年４月以降、新

規の適用者が発生しなくなったため、平成２７年３月の被保険者数１，５０４人は、

毎月減少して、平成２８年１１月には６６３人という状況になっています。 

 次に、愛媛内１１市の一般会計法定外繰入金の、被保険者一人当たりの金額につい 

てですが、平成２５年度は、新居浜市８，３１５円、松山市６，０２２円、今治市３，

４０７円、西条市５，１７１円、宇和島市０円、四国中央市２，９１０円、大洲市１，

８７９円、西予市１，５５２円、八幡浜市１，２０８円、伊予市８，１７５円、東温

市０円という状況でした。 

平成２６年度は、新居浜市８，９０１円、松山市６，７８２円、今治市２，７８６ 
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会長 

 

円、西条市１，７９０円、宇和島市０円、四国中央市３，１８１円、大洲市２，９８

５円、西予市９，６０２円、八幡浜市１，０６４円、伊予市３，６８２円、東温市０

円という状況でした。 

平成２７年度は、新居浜市１１，１９９円、松山市７，４１７円、今治市２，９６

５円、西条市２７，９５６円、宇和島市０円、四国中央市４，６５９円、大洲市１０

５１１円、西予市８，２９６円、八幡浜市１，１３８円、伊予市３０，７９５円、東

温市０円という状況でした。以上で説明を終わります。 

 

 第１号議案及び第２号議案について、質疑はありませんか。 

 

 資格適用の適正化の取り組みについて教えてください。 

 

 国保から社会保険に加入した方は、国保資格喪失の届出が必要ですが、社会保険に

加入した方の中には、「自動的に国保資格が切れる。」と思っている方がいらっしゃい

ます。そのようなことが予測される方については、調査を行い、給与や社会保険料の

支払い状況によって、国保資格の喪失を図っています。 

 また、そうすることで未納保険料の縮減を図ることができます。 

 

 ありがとうございました。 

 次に、未申告対策について教えてください。所得申告は義務付けではないのですか。 

  

 税金につきましては、非課税の方が所得未申告となっており、税金がかからないか

ら未申告となっています。 

国保料算定につきましては、税情報を使いますので、所得情報が国保課に入ってき

ますが、未申告者については所得情報が入ってきません。税金がかからない所得未申

告者についても、所得の申告をしてもらうことで、保険料の軽減措置をとっている関

係上、たとえ所得が０円でも、所得申告のない方の所得把握が必要となっています。 

  

 国保資格を切らないまま、社会保険に加入していても、国保料は納めなくていいの

でしょうか。 

 

 国保資格の喪失届をしていただかない限り、保険料は賦課し続けます。 

社会保険に加入していて、国保料も支払っていることが明らかな場合は、国保資格 

喪失の手続きをすれば、社会保険に加入した時点にさかのぼって保険料を精算し、払 

い戻しを行っています。 

  

ほかにありませんか。 
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 医療費適正化事業として取り組んでいる、重複受診者等に対する訪問指導の昨年 

度の実績について教えてください。 

 

 平成２７年度の実績は１９件で、そのうち重複受診が５件、頻回受診が１４件とい

う状況でした。平成２８年度は今のところ８件実施しており、重複受診７件、頻回受

診１件という状況です。 

 事業効果につきましては、ご本人の意識を変えるということは難しく、著明な効果

が出せていないのが実情です。 

 

 スタッフの人数等の事情もあるとは思いますが、平成２９年度は重点を置いて取り 

組まれるようなので、もう少し訪問件数を上げてください。 

 次に、「ジェネリック利用お願いカード」を全戸配布されているようですが、配布方 

法を教えてください。 

  

 １３名の徴収員が、７月に、国保加入者向け広報紙「みんなの国保」を国保加入全 

世帯に配布するのに合わせて配布しております。 

また、新規加入者については、加入手続きの際に、窓口で配布しております。 

 

１３名で、全戸に配布しているのですか。 

 

徴収員が保険料を徴収するために回っている世帯に、配っているのですね。 

 

徴収員が、回っている世帯だけでなく、国保加入全世帯を回って配布しております。 

 

徴収員の人数が減っていると思うのですが、徴収員の人数の推移について教えてく 

ださい。 

 

平成２０年度の後期高齢高齢者医療制度等の創設等により、国保加入者数が減少し 

たため、平成２０年度１８名から現在１３名となっています。 

 

口座振替で保険料を支払う方が増えれば、徴収員の人数はさらに少なくても対応で 

きると思うのですが。 

 また、保険料口座振替の勧奨はどのようにしていますか。 

  

国保加入の手続きに来られた時に、口座振替をお勧めしています。 

 また、徴収員も口座振替の勧奨を行っていますが、定期的に訪問し、対話をするこ 

とによって支払ってくださる方もいらっしゃいますので、そういう意味では徴収員の 

果たす役割も貴重なものだと思っております。 
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 基金の繰り入れについてですが、基金の残金７，８４７万円を、全て平成２９年度 

予算に取り崩してしまうと平成３０年度以降の財源に、不安はないのでしょうか。 

 

平成２８年度末の基金残額は７，８４７万円を見込んでいます。この基金の全額を 

平成２９年度予算のために、取り崩しますので、平成２９年度末は基金が０円となり

ます。 

このような状況での平成３０年度の財源運営についてですが、平成２８年度の決算

が平成２９年５月に確定いたしますが、その状況を踏まえ、必要であれば、保険料改

定等について、協議・審議等を行いたいと考えております。 

 

 ほかにありませんか。なければ以上で質疑を終わります。 

 続きまして、討論に入ります。 

   (討論なし) 

 

 それでは、第１号議案「平成２９年度国民健康保険事業計画案及び国民健康保険事 

業特別会計歳入歳出予算案について」、第２号議案「平成２９年度国民健康保険料につ 

いて」は、原案どおり承認してよろしいでしょうか。賛成の方の挙手を求めます。 

（全員挙手） 

挙手全員により、第１号議案、第２号議案につきましては、原案どおり承認するこ

とに決定しました。 

 

 次に、「その他」として事務局から何かありませんか。 

     

 それでは、国民健康保険被保険者証の有効期限についてご説明いたします。資料６

をご覧ください。 

平成３０年４月からの都道府県単位化に伴い、平成３０年以降は、保険証の更新時

期を、毎月８月１日に変更します。そのため、今回、平成２９年４月発行の保険証に

ついては、有効期限を延長し、平成３０年７月３１日までといたします。 

合わせて、来年平成３０年８月発行の保険証から、７０歳以上の方の高齢受給者証 

については、保険証と一体化する予定にしています。事前にお知らせしておきます。  

 

質疑はありませんか。 

  (質疑なし) 

これをもちまして、運営協議会を終了いたします。 

  以上のとおり会議の顛末を記録し、相違ないことを証明し、押印します。 

    平成２９年１月２７日 

       新居浜市国民健康保険被保険者代表委員   明 石 千鶴子  ㊞ 

       新居浜市国民健康保険保険薬剤師代表委員  村 上 宏 之  ㊞ 


